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シビックゾーン官民連携導入可能性調査業務委託公募型プロポーザル実施要領 

 

1. 業務概要 

（1） 業務名 

シビックゾーン官民連携導入可能性調査業務委託 

 

（2） 業務目的・内容・履行期間 

別紙「特記仕様書」のとおり。 

 

2. 提案限度額 

12,188,000円（消費税及び地方消費税を含む） 

※見積価格が提案限度額を超過した場合は、失格とする。 

※参考：令和 8年度先導的官民連携支援事業 国庫補助上限額 12,150,000円 

 

3. 参加資格 

プロポーザルに参加できる者は、次に掲げる事項を満たす者でなければならない。なお、

コンソーシアムやジョイントベンチャー（JV）の場合は、（1）については代表企業が条件を

満たしていること。（2）～（8）は構成する企業すべてが満たしていること。 

（1） 宝塚市入札参加資格者名簿に登載されていること。 

（2） 宝塚市指名停止基準に基づく指名停止措置を受けていないこと。 

（3） 地方自治法施行令第 167条の 4の規定に該当していないこと。 

（4） 宝塚市暴力団の排除の推進に関する条例（平成 24年条例第6号）第 2条第3号に

該当しないこと。 

（5） 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づく更生手続開始の申立て、民事再生

法（平成 11年法律第 225号）に基づく再生手続開始の申立てをしていないこと。 

（6） 破産法（平成16年法律第75号）に基づく破産手続開始の申立てをしていないこと。 

（7） 国税を滞納していないこと。 

（8） 政治団体、宗教団体又はそれに類する団体でないこと。 

 

4. 各種申請書・質問書・企画提案書等の提出先 

宝塚市 都市整備部 施設マネジメント課 

〒665-8665 宝塚市東洋町１番１号 

TEL：0797-77-2233（直） 

電子メール：m-takarazuka0281@city.takarazuka.lg.jp 

 

5. 参加申込及び質問、参考資料の提供申請の受付 
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（1） 参加申込書の提出 

① 提出期限：令和 8年（2026年）4月 28日（火）正午まで（必着） 

② 提出書類：参加申込書（別添様式 1）及び会社概要（別添様式 2） 

を電子メールで提出 

③ 参加資格確認通知の送付：令和 8年（2026年）5月 1日（金）予定 

④ 通知方法：参加申込者にメールで通知 

 

（2） 質問の受付及び回答 

① 提出期限：令和 8年（2026年）4月 28日（火）正午まで（必着） 

② 提出書類：質問書（別添様式 3）を電子メールで提出（Excelファイル） 

③ 回答日：令和 8年（2026年）5月 1日（金）予定 

④ 回答方法：参加資格を満たしている事業者の質問にのみ回答。なお、回答は参加

申込書を提出している者すべてにメールで送付するとともに市ホームページに

掲載 

 

（3） 参考資料の提供申請 

プロポーザルの参加者に対し、市のこれまでの検討経緯と前提条件を共有するた

め、参考となる資料を提供する。なお、参考資料は提供申請書（別添様式 4）にて申請

のあったものに対し、提供申請書に記載の担当者連絡先メールアドレス宛に個別に

送付する。 

① 提出期限：令和 8年（2026年）4月 28日（火）正午まで（必着） 

② 提出書類：提供申請書（別添様式 4）を電子メールで提出 

③ 提供日：令和 8年（2026年）5月 1日（金）予定 

④ 送付方法：参加資格を満たしている事業者にのみ、提供申請書に記載の担当者

連絡先メールアドレス宛に個別に送付 

⑤ 提供資料：シビックゾーンPFI事業計画書（案）（以下、「事業計画書（案）という」） 

    先導的官民連携支援事業応募資料（資料 1～3） 

 

6. 企画提案書等の提出 

（1） 提出可能な提案数 

提案は各者 1案とする。 

 

（2） 提出期限等 

① 提出期限：令和 8年（2026年）5月 15日（金）正午まで（必着） 

② 提出場所：宝塚市役所都市整備部施設マネジメント課 

③ 提出方法：事前予約の上、持参すること。 
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（3） 提出書類 

提出書類は 1部ごとに下図の通りホッチキス止め、左側に穴あけしたものを 15部

提出すること。 

上から順に 

① 企画提案書（自由様式） 

② 工程表（自由様式） 

③ 見積書（様式 5） 

④ 業務実績調書（様式 6） 

⑤ （必要に応じて）業務実績の内容が分かる資料 

 

（4） 企画提案書における記載項目 

企画提案書にはページ数の制限を設けないが、提案のポイントを端的に分かりや

すく示すこと。 

① 業務の実施方針 

本業務の目的の理解及び事業の取組方針 

② 業務実施体制 

プロジェクトマネージャーや各分野の専門家等の配置体制 

③ 必須提案事項【重要】 

本市が提供した参考資料を踏まえた提案を必須とする。 

⚫ 事業計画書（案）の見直し提案 

ア 事業計画書（案）「9.実施方針（案）策定ロードマップ（案）」の見直し提

案（全体の流れや業務プロセスの考え方） 

ロードマップ（案）における各フェーズの設定、タスク、マイルストー

ン、実施時期など、実施方針（案）策定までのロードマップについて、

事業者の知見やノウハウを基に改善提案すること。なお、改善のポイ

ント・理由を明確に示した上で、事業者の知見やノウハウが発揮され

ていることが分かりやすくなるよう工夫すること。 

イ ビジョンの策定プロセスに対する提案 

アを踏まえた上で、事業計画書（案）におけるビジョン策定プロセ

スについて、「各施設の課題解消の視点」、「市民・利用者の視点」、

「民間事業者の視点」をビジョンに反映するための、庁内ワークショッ
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プや市民・利用者アンケート又は市民ワークショップ、民間事業者に

対する市場調査の方法について、具体的に提案すること。 

⚫ 先導的官民連携手法の論点整理 

本市が提示する「設計・運営先行選定型サービスプロバイダー方式」に

関する論点整理と有効性評価に向けたアプローチを提案すること。 

⚫ 初期 2ヶ月の詳細工程 

契約着手（令和 8 年（2026 年）6 月上旬）から令和 8 年（2026 年）

8 月の実施方針（素案）作成、国交省への中間報告までの期間が限られて

いるため、検討初期段階の極めて具体的な実施手順と推進体制を提示す

ること。 

 

7. 審査方法 

（1） プロポーザルの審査 

提出された企画提案書等の書類審査及び企画提案についてのプレゼンテーショ

ン・ヒアリングを実施し、審査基準に基づいて採点した結果、最も高い評価を得た提

案を優先交渉権者として決定する。なお、提案事業者が１者のみの場合であっても審

査を行い、選定の可否を決定する。ただし、合計点数が満点の 70％未満の場合には

不採用とする。 

同点の場合、見積価格が低い提案事業者を選定する。 

（2） 審査結果の通知 

審査結果は、書面により参加者全員に通知する。 

（3） プレゼンテーション・ヒアリング 

① プレゼンテーション及び質疑応答は主として、実施体制に示す担当技術者が行う

こと。 

② プレゼンテーションの内容は契約時の仕様に含めるものとする。 

③ その他詳細は、別途通知する。 

 

8. 審査基準及び配点 

審査は、本市職員 10 名から成る審査会において以下の基準で行い、各委員が合計

100点満点で評価する。10名の審査結果を合計し、提案事業者の得点とする（1000点

満点）。 

（1） 業務の理解度と事業計画書（案）の見直し提案（配点：40点） 

【評価の視点】 

⚫ 本業務の目的を正しく理解しているか。（配点：5点） 

⚫ 市が提示した事業計画書（案）に対し、受託者の専門的知見に基づく以下の実効

性の高い見直しが行われているか。（配点：35点） 
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➢ 実施方針（案）策定ロードマップ（案）に対する提案（配点：20点） 

➢ ビジョンの策定プロセスに対する提案（配点：15点） 

 

（2） 先導的官民連携手法の論点整理（配点：20点） 

【評価の視点】 

⚫ 本市が提示している「設計・運営先行選定型サービスプロバイダー方式」の導入

にあたっての課題や論点が的確に整理され、有効性評価に向けたアプローチが

具体的に示されているか。 

 

（3） 実施体制と詳細工程（特に初期 2ヶ月の推進力）（配点：20点） 

【評価の視点】 

⚫ 令和 8 年（2026 年）6 月上旬の着手から令和 8 年（2026 年）8 月の実施方

針（素案）作成、国交省への中間報告まで、極めてタイトなスケジュールとなるた

め、これを実現するための精緻で具体的かつ実現可能な「初期詳細工程表」が示

されているか。（配点：10点） 

⚫ 事業着手から国交省への完了報告までの工程が具体的で実現可能なものとな

っているか。（配点：10点） 

 

（4） 類似業務の実績と専門性（配点：20点） 

【評価の視点】 

⚫ 複数施設の包括整備やコンセッション等に関する高度な PPP/PFI 事業の実績

を有しているか。（配点：10点） 

⚫ 先導的官民連携支援事業の支援実績を有しているか。（配点：6点） 

⚫ 担当技術者等が、本業務を遂行する上で十分な専門的知見と実績を有している

か。（配点：4点） 

 

9. 日程 

 公募開始：令和 8年（2026年）4月 17日（金） 

 参加申込・質問・参考資料提供申請提出〆：令和 8 年（2026 年）4 月 28 日（火）正

午 

 質問回答・参加資格確認通知：令和 8年（2026年）5月 1日（金） 

 企画提案書等の提出〆：令和 8年（2026年）5月 15日（金）正午 

 プレゼンテーション審査：令和 8 年（2026 年）5 月 18 日（月）〜22 日（金）のいず

れか ※参加資格確認通知後に日程調整 

 結果通知：令和 8年（2026年）5月 26日（火）予定 

 契約締結・業務開始：令和 8年（2026年）6月上旬予定 
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10. 失格事項 

本プロポーザルの提案者又は提出された企画提案書等が、次のいずれかに該当する場

合は、失格とする。 

（1） 企画提案書等の提出方法、提出先、提出期限が、本要領に適合していないとき 

（2） 企画提案書等の作成形式等が、本要領に適合していないとき 

（3） 企画提案書等の提出期限後に価格見積書の金額を訂正したとき 

（4） 虚偽の申請を行い、参加資格を得たとき 

（5） プロポーザルの手続きの過程で、「3.参加資格」の規定に抵触することが明らかと

なったとき 

（6） プレゼンテーション審査に出席しなかったとき 

（7） 見積書の金額が、「2.提案限度額」に示した価格（提案限度額）を超過しているとき 

 

11. 契約 

受託候補者選定後、施設マネジメント課が必要と判断した場合は、企画提案の内容につ

いて協議を行うことがある。その場合、協議が整い次第、速やかに随意契約の手続きを行

うものとする。なお、契約の際には、改めて見積書を提出するものとする。 

 

12. その他留意事項 

（1） 応募に要する費用は提案事業者の負担とする。 

（2） 提出期限後の書類の差し替え及び再提出は認めない。 

（3） 提出書類に虚偽の記載をした場合は、当該書類を無効とするとともに、指名停止措

置を行うことがある。 

（4） 提出書類は返還しないとともに、プロポーザル以外の用途には提出者に無断で使用

しない。 

（5） 書類の作成、提出及びその説明に係る費用は、提出者の負担とする。 

（6） 契約を締結する際に、暴力団排除条例第7条及び宝塚市等の事務等からの暴力団の

排除の推進に関する要綱第 3条第 3号に基づく誓約書を提出すること。 

（7） 管理技術者、担当技術者は、原則として変更できないものとする。ただし、やむを得

ない理由により変更する必要がある場合には、市と協議のうえ決定するものとする。 

（8） 提出書類に対し宝塚市情報公開条例に基づく公開請求があった場合は、原則として

公開の対象文書となる。ただし、公開により、その者の権利、競争上の地位その他利

益を害すると認められる情報は非公開となる場合があるため、この情報に該当する

と考える部分がある場合には、あらかじめ文書により申し出ること。なお、本プロポ

ーザルの受託候補者選定前において、決定に影響が出るおそれのある情報について

は、決定後の公開とする。 


